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人口動態からみた農村環境の未来
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2030年
11,662万人

高齢化率 31.6%

2050年
9,708万人

高齢化率 38.8%

2100年（中位推計）
4,959万人

高齢化率 41.1%

2100年（高位推計）
6,485万人

2100年（低位推計）
3,795万人

（1192年）
757万人

818万人

（1603年）
1,227万人

3,128万人
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（2008年）

12,808万人

（出典）総務省「国勢調査」、国土庁「日本列島における人口分布の長期時系列分析」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」

○2008年の1億2808万人をピークに減少に転換。中位推計で2050年に
9708万人となる見通し。

１ 日本の総人口の推移と推計
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2
（出典）厚生労働省「人口動態統計」等

第1次ベビーブーム（1947～1949年）
最高の出生数2,696,638人

ひのえうま（1966年）
1,360,974人

第2次ベビーブーム
（1971～1974年）

2,091,983人

1.57ショック （1990年）
1989年：1.57、1,246,802人

過去最低の合計特殊出生率
1.26 (2005年）
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（2014年）

万人
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２ 合計特殊出生率と出生数の推移

○2014年、出生率は9年ぶりに低下。団塊ジュニア世代（今年41歳）
の出産が落ち着きつつあるため。出生数は過去最低を更新。

出生数
合計特殊出生率

過去最低の出生数
1,003,532人

(2014年）

合計特殊出生率の最低が1.15（東京都）、最高が1.86（沖縄県）。九州中国地方が高い傾向にある。

まち・ひと・しごと創生長期ビジョンでは、若い世代の希望が実現すると、出生率は1.8程度に向上する
ことが見込まれるとされている。2020年に1.6、2030年に1.8、2040年に2.07となると、2060年の人口は
約１億200万人になることが予測されている。なお、現在において、出生率1.8以上の市町村は120団体で
ある。
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１沖 縄 1.86 25福 岡 1.46
２宮 崎 1.69 26富 山 1.45
３島 根 1.66 27石 川 1.45
４長 崎 1.66 28三 重 1.45
５熊 本 1.64 29高 知 1.45
６佐 賀 1.63 30岩 手 1.44
７鹿児島 1.62 31群 馬 1.44
８鳥 取 1.60 32茨 城 1.43
９福 島 1.58 33新 潟 1.43
10香 川 1.57 34山 梨 1.43
11大 分 1.57 35青 森 1.42
12福 井 1.55 36岐 阜 1.42
13和歌山 1.55 37兵 庫 1.41
14広 島 1.55 38秋 田 1.34
15長 野 1.54 39千 葉 1.32
16山 口 1.54 40埼 玉 1.31
17滋 賀 1.53 41神奈川 1.31
18静 岡 1.50 42大 阪 1.31
19愛 媛 1.50 43宮 城 1.30
20岡 山 1.49 44北海道 1.27
21山 形 1.47 45奈 良 1.27
22栃 木 1.46 46京 都 1.24
23愛 知 1.46 47東 京 1.15
24徳 島 1.46 全 国 1.42

Ｈ２６年出生率が高い順（都道府県） Ｈ２０年～Ｈ２４平均の出生率が
高い市町村（30番目まで）

１ 鹿児島県 伊仙町 2.81 
２ 沖縄県 久米島町 2.31 
３ 沖縄県 宮古島市 2.27 
４ 沖縄県 宜野座村 2.20 
５ 長崎県 対馬市 2.18 
６ 鹿児島県 徳之島町 2.18 
７ 沖縄県 金武町 2.17 
８ 沖縄県 石垣市 2.16 
９ 長崎県 壱岐市 2.14 
10 鹿児島県 天城町 2.12 
11 鹿児島県 与論町 2.10 
12 沖縄県 南風原町 2.09 
13 熊本県 錦町 2.08 
14 熊本県 あさぎり町 2.07 
15 沖縄県 南大東村 2.07 
16 沖縄県 多良間村 2.07 
17 鹿児島県 長島町 2.06 
18 鹿児島県 瀬戸内町 2.06 
19 福岡県 粕屋町 2.03 
20 鹿児島県 屋久島町 2.03 
21 沖縄県 豊見城市 2.03 
22 鹿児島県 南種子町 2.03 
23 鹿児島県 知名町 2.02 
24 熊本県 山江村 2.00 
25 鹿児島県 和泊町 2.00 
26 鹿児島県 喜界町 2.00 
27 鹿児島県 中種子町 2.00 
28 滋賀県 栗東市 1.99 
29 沖縄県 糸満市 1.99 
30 沖縄県 沖縄市 1.97 

３ 出生率の地域差
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東京圏

大阪圏

名古屋圏

△65万人

7.4万人

21.8万人

＋11万人

△1万人

△800人

△10万人

1961
年

2014年12月末高度成長期 安定成長・バブル経済

2011年東日本大震災

バブル崩壊
万人

地方圏

（出典）総務省「住民基本台帳人口移動報告」

東京圏 ：千葉県、埼玉県、東京都、神奈川県
名古屋圏 ：三重県、愛知県、岐阜県
大阪圏 ：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

地方圏からの転出超過ピーク

35.8万人

４ 転入超過数の推移（1954-2014）

（出典）総務省「住民基本台帳人
口移動報告」をもとに国土交
通省国土政策局作成。

（注）地域区分は以下のとおり。
東京圏：埼玉県、千葉県、東京

都、神奈川県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三

重県
大阪圏：京都府、大阪府、兵庫

県、奈良県
地方圏：三大都市圏（東京圏、

名古屋圏、大阪圏）以
外の地域

98

（単位：人）

地方圏では、２０代を中心に大幅な転出超過となっている。その転出先は、転入超過と
なっている東京圏。

地方圏は20台中心

に大幅な転出超過。
東京圏に転入。

年齢別転入超過数の状況（2013年）

５ 若年人材の流出

５
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欧米諸国との比較

日本（東京） 英国（ロンドン）

イタリア（ローマ） フランス（パリ）

ドイツ（ベルリン） アメリカ（ニューヨーク）

（首都圏人口／総人口、％）

（年
）

(備考) UN World Urbanization Prospects The 2011 Revisionより作成。
(注) 各都市の人口は都市圏人口。ドイツ（ベルリン）、韓国（ソウル）は都市人口。

日本（東京）の値は2005年国勢調査「関東大都市圏」の値。中心地（さいたま市、千葉市、特別区部、横浜市、川崎市）とそれに隣接する周辺都市が含まれている。
＜参考＞韓国はＫＯＳＩＳ（韓国統計情報サービス）のソウル、インチョン、京畿道の合算値。
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日本（東京） 韓国（ソウル）

＜参考＞韓国（ソウル＋インチョン＋京畿道） タイ（バンコク）

中国（北京） インドネシア（ジャカルタ）

フィリピン（マニラ）

（年）

（首都圏人口／総人口、％）

［資料出所］国土交通省国土政策局「国土のグランドデザイン2050」（平成26年７月４日）の関連資料

６ 世界的にも例の少ない東京一極集中

６

（備考）
国立社会保障･人口問題研究所「日本の地域別将来人口推計（平成25年3月推計）及びその関連データより作
成。

３割以上５割未満減少, 
619自治体（34.4％）

３割未満減少, 
269自治体
（15.0％）

維持・増加, 15自治体（0.8％）

1万人未満
523自治体

（全体の29.1％） 1万人以上5万人未満
316自治体

（全体の17.6％）

5万人以上10万人未満
40自治体

（全体の2.2％）

10万人以上
17自治体

（全体の0.9％）

5割以上減少, 896自治体
（49.8％）

20～39歳女性人口の変化率でみた市町村数 20～39歳女性人口が 5割以上減少する市町村の
人口規模 別にみた内訳

○人口減少の要因は、２０～３９歳の若年女性の減少と地方から大都市圏
（特に東京圏）への若者の集中の２点。

○推計によると、2040年には全国896の市区町村が「消滅可能性都市」に該当。
うち、523市区町村は人口が1万人未満となり、消滅の可能性がさらに高い。

７ ｢地方消滅｣という未来（鍵を握る｢若年女性人口｣）（日本創成会議）

全国1799市区町村

７



８「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１５」の全体像（平成27年6月30日閣議決定）

８

９「攻めの農林水産業」のための農政の改革方向

９

（資料農林水産省作成）



１０ 日本型直接支払制度

１０

（資料農林水産省作成）

◎中山間地域等において、将来にわたり持続的に集落で暮らせるようにするため、地域住民
自らが主体的に地域の将来プランを策定。

◎必要な生活サービス提供の事業や域外からの収入確保の事業を将来にわたって継続でき
るような「小さな拠点」の形成（集落生活圏を維持するためのサービス集約化と周辺集落と
の交通ネットワーク化）を図る。【地域再生法改正H27.6成立】

○地域住民による集落生活圏の将来ビジョン（地域デ

ザイン）の策定
・ワークショップを通じて住民が主体的に参画・合意形成

○地域住民が主体となった持続的な取組体制（地域

運営組織）の形成
・地域デザインに基づき、住民や地場企業が役割分担を
明らかにしながら、事業に取組む体制を構築

○日常生活に必要な機

能・サービスの集約･確

保、周辺集落との交通

ネットワークの確保

○地域に合った多機能型

のコミュニティビジネス

の振興、地域経済の円滑

な循環の促進

意識の喚起

体制の構築

生活サービスの
維持・確保

地域における仕事・
収入の確保

取組イメージ

集落生活圏

集落 集落

集落

集落

旧役場庁舎

スーパー
跡地

郵便・ATM 小学校

ガソリン
スタンド

道の駅

例：旧役場庁舎を
公民館等に活用

例：コミュニティバス等により交通手段を確保

例：道の駅に直売所等を併設

診療所

例：付加価値の高い
農林水産物加工場

例：地域資源を活かした作物
を栽培、道の駅で販売

例：集落の女性組織による
６次産業化商品の開発

例：小学校の空きスペースや
廃校舎を福祉施設等に活用

例：撤退後のスーパーを
集落コンビニ等に活用

１１ 「小さな拠点」の形成（集落生活圏の維持）

１１



１、全国一律 地方独自

２、支えられる高齢者 支え合う高齢者

３、機能純化 多機能混在

４、中央官僚、地方の行政官 地方議会

５、経験、勘 データに基づく推計

１２ 人口減少社会 既存の制度・法体系にとらわれない

１２

１、雇用

２、結婚・出産・子育て

３、コンパクト化

４、財源

５、東京一極集中の是正

６、「出さない」「戻す」「ひきつける」とその意味

１３ 地方創生 ―６つのポイント

１３


